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ＮＰＯと行政との協働の現在地

～地域共生社会の実現に向けて～



・地域社会を取り巻く背景

・地域共生社会の推進

・重層的支援体制整備事業でＮＰＯ等と進める

地域づくり支援
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第１回地域コミュニティ
に関する研究会資料
（総務省自治行政局）



地域社会の暮らしに関する世論調査①
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日常的な買い物のしやすさ

家族が同居又は近い場所に住んでいること

住環境の良さ

親戚・友人が近い場所に住んでいること

地域の人々のつながり

道路が整備されていること

公共交通機関の利便性

子育て・教育施設（保育園・幼稚園

医療施設が整備されていること

文化施設（博物館や図書館、公民館など）が整備され

ていること

子育てのしやすさ

福祉施設（介護施設、障害者支援施設など）が整備さ

れていること

その他

地域での暮らしに満足していること

人口20万人未満 人口20万人以上（参考）地域社会の暮らしに関する世論調査（内閣府 令和2年10月） 3

○お住まいの地域での暮らしについて、どの程度満足しているか聞いたところ、人口２０万人未満の地域では、「満足」とする者の割合
が７７．９％（「満足」２７．２％＋「やや満足」５０．６％）、人口２０万人以上の地域では、「満足」とする者の割合が８６．１％（「満足」３６．
９％＋「やや満足」４９．２％）となっている。

○お住まいの地域での暮らしについて、満足していることはあるか聞いたところ、「地域の人々のつながり」を挙げた者は人口２０万人
未満の自治体では３１．６％（５番目）、人口２０万人以上の自治体では１９．３％（８番目）となっている。
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地域社会の暮らしに関する世論調査②
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地域の担い手（若者、町内会など）の減少

お住まいの住宅の維持・建て替えができるか

公共交通機関の減少

地域の雇用の場の減少

日常的な買い物をする場所の減少

福祉施設（介護施設、障害者支援施設など）の減少

地域内外の人が集まる交流場所の減少

子育て・教育施設（保育園、幼稚園、学校など）の減

少

文化施設（博物館や図書館、公民館など）の減少

その他

特にない

無回答

地域における将来の生活環境に対する不安なこと

人口20万人未満 人口20万人以上
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地域の雇用の場の確保

コミュニティバスなどの移動手段の確保

地域の担い手（若者、町内会など）の育成・確保

福祉施設（介護施設、障害者支援施設など）の整備

食品や日用品などの配達サービスの支援

住宅の保守・建て替え支援、公営住宅の整備

食品や日用品などの移動販売の支援

子育て・教育施設（保育園・幼稚園・学校など）の整備

地域内外の人が集まる交流場所の整備

文化施設（博物館や図書館、公民館など）の整備

インターネットを活用した遠隔授業・講座

その他

無回答

地域における生活環境に関して行政が力を入れるべき施策

人口20万人未満 人口20万人以上

（参考）地域社会の暮らしに関する世論調査（内閣府 令和2年10月） 4

○お住まいの地域における将来の生活環境について不安に感じていることはあるか聞いたところ、「地域の担い手（若者、町内会など）
の減少」を挙げた者の割合が高く、「地域内外の人が集まる交流場所の減少」は10%程度となっている。

○お住まいの地域における生活環境について、行政はどのような施策に力を入れるべきだと思うか聞いたところ、「地域の担い手（若者、
町内会など）の育成・確保」を挙げた者が30%程度、「地域内外の人が集まる交流場所の整備」が15%程度となっている。
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第１回地域コミュニ
ティに関する研究
会資料（総務省自
治行政局）



非営利組織の活動や新型コロナの事業実施への影響
○内閣府「令和2年度 特定非営利活動法人に関する実態調査」によれば、ＮＰＯ法人の主な活動分野は「保健、医療又は福祉の増
進」が最も高い。

○日本財団「新型コロナ禍 非営利組織に対する影響調査」（2020年11月）によれば、新型コロナによる事業実施への影響は約８５％が、
自粛要請による事業実施への影響は約８０％が「とてもあった」と回答している。

（ＮＰＯ法人の）主な活動

（出典）内閣府「令和2年度 特定非営利活動法人に関する実態調査」

（非営利組織に対する）新型コロナの事業実施への影響

新型コロナウイルスの感染拡大による事業実施への影響はありましたか。

自粛要請による事業実施への影響はありましたか。

（出典）日本財団「新型コロナ禍 非営利組織に対する影響調査」 6
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◆一方、地域の実践では、多様なつながりや参加の機会
の創出により、「第４の縁」が生まれている例がみられる

日本社会や国民生活の変化（前提の共有）

○ 人口減少が本格化し、あらゆる分野で地域社会の担い手
が減少しており、例えば、近年大規模な災害が多発する中で
災害時の支援ニーズへの対応においても課題となるなど、
地域社会の持続そのものへの懸念が生まれている

○ 高齢者、障害者、生活困窮者などは、社会とのつながりや
社会参加の機会に十分恵まれていない

〈共同体機能の脆弱化〉

○ 地域のつながりが弱くなり支え合いの力が低下すると
ともに、未婚化が進行するなど家族機能が低下

○ 経済情勢の変化やグローバル化により、いわゆる日本
型雇用慣行が大きく変化
血縁、地縁、社縁という、日本の社会保障制度の基

礎となってきた「共同体」の機能の脆弱化

⇒制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、地域や一人ひとりの
人生の多様性を前提とし、人と人、人と社会がつながり支え合う取組が生まれやすいような環境を整える
新たなアプローチが求められている。

◆一方、地域の実践では、福祉の領域を超えて、農業や産
業、住民自治などの様々な資源とつながることで、多様な社
会参加と地域社会の持続の両方を目指す試みがみられる

○ 日本の社会保障は、人生において典型的と考えられるリスクや課題を想定し、その解決を目的として、それぞれ現金給付や福
祉サービス等を含む現物給付を行うという基本的なアプローチの下で、公的な保障の量的な拡大と質的な発展を実現してきた。

○ これにより、生活保障やセーフティネットの機能は大きく進展し、社会福祉の分野では、生活保護、高齢者介護、障害福祉、児
童福祉など、属性別や対象者のリスク別の制度が発展し、専門的支援が提供されるようになった。

○ その一方で、個人や世帯が抱える生きづらさやリスクが複雑化・多様化（社会的孤立、ダブルケア・いわゆる8050）している。こ

れらの課題は、誰にでも起こりうる社会的なリスクと言えるが、個別性が極めて高く、対象者別の各制度の下での支援の実践に
おいて対応に苦慮している。

＜人口減による担い手の不足＞

日本の福祉制度の変遷と現在の状況

8



すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い手輩出
◇地域資源の有効活用、
雇用創出等による経済
価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主
体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住
民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり
◇多様性を尊重し包摂
する地域文化

◇生きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場
や機会の提供

◇多様な主体による、
暮らしへの支援への参画

地域共生社会とは

9
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「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について 」の改正について（R3.3.31四局連名通知）

○少子高齢・人口減少社会という我が国が抱えている大きな課題は、我が国全体の経済・
社会の存続の危機に直結しており、この危機を乗り越えるためには、我が国の一つ一つ
の地域の力を強化し、その持続可能性を高めていくことが必要と考えられる。地域力強化
を考えるに当たっては、福祉の領域を超えた地域全体が直面する課題を、改めて直視す
る必要がある。（略）

○様々な課題に直面している地域そのものを元気にしていこうという地方創生の取組と、誰
もが安心して共生できる地域福祉を推進しようという取組は、別々のものではなく、生活
の基盤としての地域社会が持続可能であることが、地域福祉の基盤として不可欠であり、
地域福祉によって地域生活の質が向上することで、そのことが地域の活性化に「還元」さ
れていくと考えられる。
法第６条第２項に規定されているように、いわば、福祉の領域だけではなく、商業・サー

ビス業、工業、農林水産業、防犯・防災、環境、まちおこし、交通、都市計画 等 も含め、
人・分野・世代を超えて、地域経済・社会全体の中で、「人」「モノ」「お金」そして「思い」が
循環し、相互に支える、支えられるという関係ができることが、地域共生社会の実現には
不可欠であると考えられる。

○また、地域共生社会を実現していくためには、社会的孤立や社会的排除といった現実に
生じうる課題を直視しつつも、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源
が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに
創っていくことが求められる。
これは、（略）地域福祉推進の目的と相通ずるものであり、地域共生社会の実現に向け

ては、地域福祉の推進が求められているということができる。 10



地域共生社会の実現（第4条第１項）

包括的な支援体制の整備と重層的支援体制整備事業の位置づけ
（社会福祉法第106条の３） （改正社会福祉法第106条の４） .

地域福祉の推進
（第4条 第2項）

地域生活課題の把握、連携

による解決に向けた取り組み
（第４条第３項）

包括的な支援体制の整備

（第106条の3）

重層的支援体制整備事業
（第106条の４）

11
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多様な分野における
人のつながり

別々の活動やコミュニティーが重なりある部分
（人や場など）をつなぎ合わせていく

＝III.地域づくりに向けた支援

課題を抱えた人や世帯が、地域と
つながるよう支援する

＝II. 参加支援

地域の多様なグループ

課題を抱えた人や世帯が、
地域専門職による相談につながる

＝I. 相談支援

Ⅱ. 地域共生社会の実現のための視点と重層的支援体制整備事業

13（参考）重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

高齢・障害・子育て・
生活困窮の福祉４分
野が対象



生きづらさが少しでも

緩和するような地域をどうつくるか

生きづらさが少しでも

緩和するような地域をどうつくるか

地域づくり

参加支援のための情報が

不足／余裕がない

相談支援：ケースワーク

高齢者

子ども障害者

生活困窮

アウトリーチ

多機関協働

参加支援

重層的
支援会議

人と人がつながる

人と地域がつながる

参加支援

相談支援：ケースワーク

高齢者

子ども障害者

生活困窮

追加財源
追加財源

追加財源

アウトリーチ

アウトリーチ
の余裕なし

こ
れ
ま
で

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業

高齢者

子ども障害者

生活困窮

地域づくり

高齢者

子ども障害者

生活困窮

追加機能

分野またぎのケースに
対応する、余裕がない

分野別の予算執行
分野またぎの支援が
しにくい

一体的な
運用

重層的支援体制整備事業で何が変わるのか

14（参考）重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）



○ 市町村において、介護、障害、子ども、困窮の各法等に基づく地域づくり事業（※）を一体的に行う
ことにより、
・地域住民が地域社会に参加する機会を確保するための支援
・地域生活課題の発生の防止又は解決にかかる体制の整備
・地域住民相互の交流を行う拠点の開設
等を行う。

事業内容

市町村

実施主体

各法等に基づく
負担率・補助率
※下表参照

補助率

分野 事業名 負担率・補助率

介護
地域介護予防活動支援事業
（介護保険法第115条の45第１項第２号のうち厚
生労働大臣が定めるもの）

国 25/100、都道府県 12.5/100、市町村 12.5/100、
１号保険料 23/100、２号保険料 27/100

介護
生活支援体制整備事業
（介護保険法第115条の45第２項第５号）

国 38.5/100、都道府県 19.25/100、市町村
19.25/100、１号保険料 23/100

障害
地域活動支援センター機能強化事業
（障害者総合支援法第77条第１項第９号）

国 50/100以内、都道府県 25/100以内、市町村
25/100

子ども
地域子育て支援拠点事業
（子ども・子育て支援法第59条第９号）

国 １/３、都道府県 １/３、市町村 １/３

困窮
地域における生活困窮者支援等のための共助の基
盤づくり事業

国 １/２、実施主体（都道府県、市町村） １/２

地域づくり事業（改正社会福祉法第106条の４第２項３号）
令和３年度予算額（1,776,782千円）

○世代や属性を超えて交流できる場や居場所の整備
・多世代・多属性を対象としたサロン、地域食堂、コミュニティカフェ等の居場所や交流の場の新設
・民間のカフェやフリースペースなどの経営主体と連携協定の締結

・他省庁の施策において実施されている活動（例：小さな拠点に関する事業、空き家再生等推進事
業等）との連携

○個別の活動や人のコーディネート
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場や居場所の確保支援 同じ世代・同じ属性の住民が交流することを目的とした場

や居場所など、既存制度下における居場所への支援
例）高齢者のサークル、当事者グループなど

地域づくりのコーディネート機能

個別の活動や人のコーディネート

地域のプラットフォーム

既存の地域活動や日常的な支えあいの把握
実践者・住民の「やりたい」という思いへの支援
人と人、人と居場所や参加の機会を取り持つ役割

上記のコーディネート機能と一体的に地域の居場所を見つ
け出し、生み出すための「相談・協議・学びの場」

メンバーの例）活動に関心のある住民、居場所創出の可能性がある商
店やまちづくり関係者、金融関係者など

現行制度下にある居場所の確保支援

既存の場に対する支援

地域の学びの場
意欲ある人同士のマッチング

分野またぎの通いの場や

地域づくりへの柔軟な支援

◼ すでに各分野の活動において、民生委員や町内会、社会福祉協議会、NPO団体、社会福祉法
人などを巻き込んだ地域づくり活動が様々な形で展開されている。

◼ 本事業においては、これまで福祉の世界とあまり関わりのなかった住民に参加してもらえるようなプラッ
トフォームづくりを指向していくことも大切。

福祉と関わりがなかった層にも参加してもらえるプラットフォーム

16（参考）重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）



地域とのつながりが相談の入り口の場合も

相談窓口 地域の「場」

支援を必要とする人

地域の場での
人と人とのつながりから
相談につながる場合も

参加1

相2

相談窓口から地域とつながる場合もあれば

相談窓口 地域の「場」

支援を必要とする人

相談1

参加2

◼ 相談をきっかけに地域へと繋がるパターンもあるが、様々な事情等から自ら相談窓口に行くことが難
しい場合もあり、日頃の「地域とのつながり」の中から相談窓口へとつながる場合も少なくない。

「相談窓口」が相談の入り口とは限らない ～多様な相談経路の確保～

17（参考）重層的支援体制整備事業に係る自治体等における円滑な実施を支援するためのツール等についての調査研究（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）
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• 個別支援から派生する社会資源の創出、

仕組みや工夫の考案の促進

• 居場所づくり、生きがいづくり

• 多様な社会参加、社会とのつながりづくり

• 多分野・多世代がつながるまちづくり

• 社会参加の場の充実（担い手不足を

きっかけとする）

• 共通の興味・関心から生じるつながり

• 住みよい地域をつくる

よ
り
豊
か
な
く
ら
し
を
目
指
し
た

ま
ち
づ
く
り

多分野協働のプラットフォームの展開（イメージ）

◼ 地域の様々な主体が集い、多世代の交流や多様な活躍の機会や役割を生み出し、地域社会からの孤立を防ぎ、人
と人、人と資源がつながりやすい環境を整備（ネットワーク構築）した結果として、多様なプラットフォームが
形作られていく。

◼ 重層的支援体制整備事業における「プラットフォーム」とは、分野、領域を超えた地域づくりの担い手が出会い、
新たなつながりの中から更なる展開を生むための“場” （拠点だけではなく、機会等も含む）を指す。

◼ こうした地域のプラットフォームは、地域に一つではなく多様に存在していることが重要であり、多様性を確保
するためには、既存の協議の場等を把握し、活用しながら整備していくことが求められる。

◼ 行政主導の展開ではなく、これまでつながりが薄かった様々な関係者が新たに出会い、気づきや学びを得て、目
指す方向性や将来像を共有しながら、地域における多種多様な活動が活性化されていくプロセスが、地域自体の
継続性を高めることにもつながっていく。

新たな出会い、
気づきから始まる
「地域づくり」の
プラットフォーム

出典：第４回「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働に関する検討会」資料を改編
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○地域における重層的なセーフティネットを確保していく観点から、住民をはじめ多様な主体の参画による地域共生に資する地
域活動を普及・促進。
○地域共生に資する地域活動の多様性を踏まえ、住民などの自主性や創意工夫が最大限活かされるよう、画一的な基準は設
けず、各主体に対し積極的な活動への参画を促す方策など環境整備を推進。

地域共生に資する取組の促進
～多様な担い手の参画による地域共生に資する地域活動の普及促進～

２．考えられる取組

１．概要

プラットフォーム（※1）

自治体

NPO、社会福祉法人等 福祉関係事業者

住民

・地域共生に資する活動の普及（プラットフォーム
の形成・展開の支援等）
・交付金による後押し など

・民間からの資金調達の促進
（例）ふるさと納税、SIB、共同募金、社会的インパクト評価
の推進、「再分配法人」（※２）の仕組みの応用 など

・地域づくりコーディネーターの配置の支援
・地域住民等による活動を促進するための、
介護保険制度上の工夫の検討

・NPO、社会福祉法人などの多様な主体
による地域共生に資する事業の促進

※１「プラットフォーム」･･･分野・領域を超えた地域づくりの
担い手が出会い、更なる展開が生まれる“場”

地域共生に資する地域活動
（例 地域食堂、空き家を活用した
世代間交流の拠点、認知症高齢者
等の地域における見守り 等）

※２「再分配法人」･･･地域の関係者の合意の下、地域で生み出さ
れる多様な財源を地域全体を見渡せる法人に集約し、幅広いまちづ
くり活動に再分配（助成等）する枠組み（国土交通省がガイドライ
ンを作成し推進）

・日常のくらしの中での支え合い
・ボランティア、住民主体の地域づくり
・コミュニティビジネス
・福祉教育の推進

参画

参画

財政支援・職員派遣

参画

令和元年５月29日
「第２回2040年を展望した社会

保障・働き方改革本部」 配付資料
（一部改変）

・地域の企業や産業など経済分野、
教育分野など他分野との連携促進
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●市役所窓口の一体化

居場所と役割にあふれるまちを目指して

丸ごと相談＆つなげる支援で人・暮らしを中心に据えた分野を超えたまちづくりを！
【自治体概要】

人口 385,676人

世帯数 166,261世帯

面積 387.20㎢

小学校数 47(市立のみ）

地 域 共 生 社 会 の 実 現 に 向 け た 地 域 コ ミ ュ ニ テ ィ 作 り ( 愛 知 県 岡 崎 市 )

通いの場＆地域リハビリテーション 企業＆地域

2021年9月1日現在

福祉相談支援機関を集約した、こど
も子育てサポートフロア「ここサポ」、
ふくし総合サポートフロア「ふくサポ」を
設置。相談窓口をわかりやすくすると
ともに、支援機関の連携体制を構
築した。

●福祉分野 を超 え た地域づ く り

アイデアソンから誕生

 世帯の複合問題への対応
 制度にない課題への対応
 自ら相談に行く力がない人への支援
 社会とつながる伴走支援

にぎわい交流・地域活性 地域包括ケア
コンパクトシティ ウェルネスシティ
教育・子育て支援 ダイバーシティ
環境・循環型社会 地域共生社会

地域おこし 農福連携・空き家活用

役割・居場所
つながりが
生まれる

岡崎ごまんぞく体操 フードドライブ

民間＆学生のアイデア出し

岡崎アイデアソン

企業＆地域＆包括

お散歩ビンゴ終活すごろく

20か所の地域包括支援センターとNPOに生活支援
コーディネーター、「ふくサポ」に直営の相談支援包括
化推進員（多機関協働事業）、社協委託のコミュ
ニティソーシャルワーカー（アウトリーチ支援・参加支
援・地域づくり事業）を配置。障がいの相談支援事
業所等の他分野の地域づくりキーパーソンとともにつな
がり作り。
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【行政によるバックアップ】

⚫区役所が同じような思いを持つ地域住民をつなぎ、サロン立ち上げに向けた話し合いの“場”を設定。住民が
最初の一歩を踏み出すきっかけを作った。

⚫ハード面の整備費用として「ヨコハマ市民まち普請事業」、活動の資金として「横浜市介護予防・日常生活支援
総合事業（サービスＢ）」の補助金の活用を提案。補助金を活用した拠点の整備・運営につながった。

○地元の野菜や果物を活用した地産地消のテラスカフェ・子ども食堂、子育て支援（ベビーマッサージ、親子リ
トミック等）、住民主体による高齢者の通所サービス等の多彩な取組。

○地元の小学生から、若者、年配者まで、担い手も多世代。「年代性別関係なく、誰でも活躍できるアンチエイ
ジングからエンジョイエイジングへ」を合い言葉に活動。

・人をつなぎ、活動のきっかけを作る
・関連情報等を提供

⚫地域住民の想いを知った区役所の担当者が、人と人をつなぎ、地域住民の力で多世代交流サロ
ンが実現。

⚫ NPO法人として、2018年10月から「多世代交流スペース宮ノ前テラス」の運営をスタート。

地域に役立つ場所を
建てたい地主

引きこもりがちなお年寄りを
心配している民生委員

定年退職後に何かできない
か、と想いを持つ居場所の

開設者

コーディネーター的な役割

地域住民によるサロン立ち上げに向けた活動がスタート
（総合事業の補助金を活用するために法人格を取得）

「多世代交流スペース宮ノ前テラス」を軸にした住民活動の展開（神奈川県横浜市）

場人 【宮ノ前テラス】

自治体概要※

人口 3,745,796 人
面積 437.56 ㎢
※人口１人あたり面積

0.012 ㎢

小学校数 ＊340
中学校数 ＊144

本事例の活動領域
・ 泉区中田地区

※2019年1月1日現在
＊市立のみ
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課題縁関心縁

ＳＯＲＡ
（美容、女性の専門養成、障害者就労）

１０万人女子会
（フラッグづくり）

久留米１０万人女子会「ＷｅＬaｂ４６」

ワクワク・ドキドキ、
こんなことしたい

課題を解決したい、
社会を変えたい

S・ぱ～ぷるリボン
（DV防止・性被害の支援）

No!shくるめ
（ＤＶ防止）

ツインズクラブ
（多胎児の親の会）

SWAK
（母子家庭支援）

HappyMyStyle
（マタニティ支援）

SoraProject
（育児休暇の支援）

メリコア
（女性の活躍推進）

ラボ会
（様々な人があえ
て集まる場）

相互作用

お母さん大学
（お母さんコミュニ

ティ）

エネルギー
化学反応
エンパワメント

関心縁・課題縁が相互作用することで、コミュニティづくりの視点の拡張
と、柔軟性と対応力、課題解決力のアップ

地域づくりにおける「関心縁」と「課題縁」
～久留米市における実践より～
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まとめ

○地域毎に課題・地域資源は異なる。地域住民やNPO等関係者も含め、「どのような地域をつくってい
くか」の議論を進め、行政を含む関係者が連携しながら実現を進めていく。

○地域が抱える生活課題は複雑化・複合化、また、地域住民の課題は全分野的であり、縦割りの制
度では解決が困難。

○「地域共生社会の実現」に向けた重層的支援体制整備事業は、縦割りによる「支援のしづらさ」を少
しでも改善し、「生きづらさ」を抱える人々の生活を支援。あくまで重層事業は「地域共生社会の推
進」のための手段。実施は任意だが、地域住民・支援関係者・行政の各者にメリット。
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